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霞ヶ浦田村・沖宿・戸崎地区自然再生協議会 設置要綱（改訂案） 
 

第１章  総則 

 

（設置） 

第１条  霞ヶ浦（西浦）中岸の湖岸域に係る自然環境の再生を図るため、自然再生推進法（平成 14 年法律

第 148 号）第 8 条に基づく自然再生協議会を設置する。 

 

（名称） 

第２条  設置する自然再生協議会の名称は、霞ヶ浦田村・沖宿・戸崎地区自然再生協議会（以下「協議会」

という）とする。 

 

（自然再生事業対象区域） 

第３条  協議会が対象とする自然再生事業対象区域は、霞ヶ浦（西浦）中岸の田村揚排水樋管から戸崎１号

排水樋管に至る区間（概ね西浦中岸 6.0km～ 9.5km の区間）の湖岸域とする。 

２  前項に掲げる区域を田村・沖宿・戸崎自然再生地（以下「自然再生地」という）と称する。 

 

 

第２章  目的及び協議会所掌事務 

 

（目的） 

第４条  協議会は、自然再生地における自然再生事業（以下「自然再生事業」という）の実施にあたり、そ

の構想を作成し、自然再生事業に関する実施計画の案について協議し、及び自然再生事業の実施に係

る連絡調整を行うことを目的とする。 

 

（協議会所掌事務） 

第５条  協議会は、次の事務を行う。 

（１） 自然再生地に係る自然再生全体構想を作成すること。 

（２） 自然再生地に係る自然再生事業実施計画の案について協議すること。 

（３） 自然再生地における維持管理及び改良を含む自然再生事業の実施に係る連絡調整を行うこ

と。 

 

 

第３章  委員 

 

（委員） 

第６条  協議会は、次の各項について選出される委員をもって構成する。 

（１） 自然再生事業に参加しようとする茨城県に在住若しくは在勤する個人、又は茨城県内に活動

の根拠を置く法人若しくは団体の代表者 

（２） 自然再生地に係る土地所有者等であって、自然再生事業に参加しようとする者 

（３） 自然再生地を含む霞ヶ浦の自然環境に関して専門的知識を有する者 

（４） 自然再生地を行政範囲に含む茨城県、土浦市及びかすみがうら市の職員 

（５） 自然再生地の管理に携わる国土交通省及び独立行政法人水資源機構の職員 

２  前項第１号に係る委員の選出は公募による。 

３  委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、協議会の設立時に委員であった者の任期につ

いては、この要綱を定める日から平成 22 年 3月 31 日までとする。 

 

（途中参加委員） 

第７条  協議会には、前条による委員のほか、途中参加委員を加えることができる。途中参加委員の任期は

第６条に定める委員の残任期間に同じとする。 

２  協議会の委員から推薦された者は、第 12 条に定める協議会の会議における合意を経て途中参加委

員となることができる。 

３  その他途中参加委員となることを希望する者は、第 15 条に定める運営事務局に対しその意思表示

を行い、第 12 条に定める協議会の会議における合意を経て、途中参加委員となることができる。 
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（委員資格の喪失） 

第８条  委員は、次の事由によって、その資格を喪失する。 

（１） 辞任 

（２） 死亡若しくは失踪の宣告、又は委員が属する団体若しくは法人の解散 

（３） 解任 

 

 

（辞任） 

第９条  委員は、やむを得なき事由ある場合は、辞任することができる。なお、辞任しようとする者は、第

15 条に規定する運営事務局に連絡しなければならない。 

 

（解任） 

第 10 条  協議会の名誉を傷つけ、又は協議会の目的、自然再生推進法若しくは同法第 7 条に規定する自然

再生基本方針に反する行為があった場合には、協議会は、第 12 条に規定する協議会の会議における

出席委員の過半数の賛同を経て委員を解任することができる。 

２  解任の決定を諮るに先立ち、解任されようとする者には、協議会の会議において弁明の機会が与え

られなければならない。 

 

 

第４章  会長及び副会長 

 

（会長及び副会長） 

第 11 条  協議会に会長１名及び副会長１名を置く。 

２  会長及び副会長の選出は委員の互選による。 

３  会長は協議会を代表し、会務を総理する。 

４  副会長は会長を補佐し、会長に事故ある場合は職務を代行する。 

 

 

第５章  会議及び専門委員会 

 

（協議会の会議） 

第 12 条  協議会の会議（以下「会議」という）は、会長が招集する。 

２  会長は会議の議長となる。 

３  議長は、会議の進行に際して専門的知識を有する者の意見を徴することが妥当と認める場合又は

委員から専門的知識を有する者からの意見聴取の発議があり、かつ会議における合意を得た場合に

は、専門委員会を設置し、会議のほかに専門的協議を行うよう要請することができる。 

 

（専門委員会） 

第 13 条  専門委員会の委員は協議会の委員のうちから選任する。 

２  議長は専門委員会の委員長１名を指名する。委員長は専門委員会を統轄するとともに、副委員長

１名を指名してその補佐を受ける。 

３  専門委員会は、付託された専門事項について協議し議長に報告する。 

４  専門委員会は、必要と認める場合、委員でない専門的知見を有する者の出席を求めて意見を徴す

ることができる。 

 

（公開） 

第 14 条  協議会の会議は公開を原則とする。 

２  会議の開催に関する事項及び議事要旨等については、霞ヶ浦河川事務所ホームページに掲載する

ことにより公開する。 

 

第 15 条  協議会の会務を円滑に処するため、国土交通省関東地方整備局霞ヶ浦河川事務所に運営事務局を

置く。 

２  協議会の委員は運営事務局の事務に参加することができる。 
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第６章  運営事務局 

 

（運営事務局） 

（運営事務局の所掌事務） 

第 16 条  運営事務局は、次に掲げる事項に関する事務を行う。 

（１） 会議等（専門委員会を含む。以下同じ）の開催、協議及び進行その他に関する事項 

（２） 会議等の議事録及び議事要旨の作成並びにその公開に関する事項 

（３） その他協議会の運営に関し、会長が必要と認める事項 

 

 

 

 

第７章  補則 

 

（要綱施行） 

第 17 条  この要綱に定めることのほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会議における合意を経て会

長が別に定める。 

 

（要綱改正） 

第 18 条  この要綱の改定は、委員の過半数が出席する会議における過半数の同意による。 

２  要綱の改定に係る委員の発議は、出席委員の過半数の賛同により採択し、採択した案件について

は可能な限り速やかに協議する。 

 

 

 

附 則 

 １  この要綱は、平成 16 年 10 月 31 日から施行する。 

 ２  この要綱は、平成 17 年 10 月 2 日から施行する。 

 ３  この要綱は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

 ４  この要綱は、平成 21 年 3 月 1 日から施行する。 

（※第６条３項の変更 協議会了承日の翌日から施行） 

５  この要綱は、令和 5 年 3 月 10 日から施行する。 
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霞ヶ浦田村・沖宿・戸崎地区自然再生協議会 委員名簿（案）（令和 5 年 3 月現在） 

区分 No. 氏名および所属 

副会長 

（会長代行） 
1 堀越 昭 一般社団法人霞ヶ浦市民協会 理事 

識者 

2 平井 幸弘 駒澤大学 文学部 地理学科 教授 

3 西廣 淳 国立環境研究所 気候変動適応センター 室長 

4 福島 武彦 筑波大学 名誉教授 

団体委員 

1 鈴木 幸雄 霞ヶ浦漁業協同組合かすみがうら支部 支部長 

2 戸井 克則 沖宿土地改良区 理事長 

3 浜田 文男 湖岸住民の会 代表幹事 

4 土肥 操    沖宿町町内会（区） 区長 

5 外塚 潔 霞ヶ浦グラウンドワーク 会長 

6 大久保 和男 一般社団法人霞ヶ浦市民協会  

7 武井 秀一 田村町区 区長 

8 吉田 幸二 特定非営利活動法人 水辺基盤協会 理事長 

9 宮本 清 霞ヶ浦問題協議会 事務局長 

10 有吉 潔 霞ヶ浦湖岸植物同好会 代表 

個人委員 

1 有吉 潔     

1 高橋 修一     

2 牧 文一郎    

3 山根 幸美     

4 城之内 健一     

5 小栗 幸雄    

地方公共団体 

1 茨城県 県民生活環境部水政課 課長   

2 茨城県 政策企画部地域振興課 課長   

3 茨城県 県民生活環境部環境政策課 課長   

4 茨城県 県民生活環境部環境対策課 課長   

5 茨城県 霞ケ浦環境科学センター センター長   

6 茨城県 農林水産部漁政課 課長   

7 茨城県 農林水産部霞ヶ浦北浦水産事務所 所長   

8  茨城県 水産試験場内水面支場 支場長   

9 茨城県 農林水産部水産振興課 課長   

10 茨城県 農林水産部農地局農村計画課 課長   

11 茨城県 土木部河川課 課長   

12 土浦市 環境保全課 課長   

13 かすみがうら市 市民部 生活環境課 課長   

関係行政機関 
1 国土交通省 霞ヶ浦河川事務所 所長   

2 独立行政法人水資源機構 利根川下流総合管理所 所長   
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